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更生保護と就労支援

刑務所出所者等の就労
支

更生保護の概要

～地域で支える更生保護～

更生保護の源流

明治 21年 ,静岡県 に,川村矯一

郎等 とともに出獄人保護会社を設立。

出獄人保護会社は,現在の更生保護

施設の先駆であるとともに,全県下に

1, 7oo名 を超える保護委員を委嘱

するな ど保護司制度の先駆ともいえる。

金原 明善

更生保護の役割～刑事司法における再犯防止のかなめ
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保護観察
犯罪をした人や非行のある少年が健全な社会の一員として更生

するように,実社会の中で,保講網容官ル俣講罰が協働して指導

・一
・̈鑽

・・

輻
轟

職

慕

保護観察対象者

l・ 家庭裁判所で保護
‐
81察 に付された者

(約 4万4千人)

② 少年院から仮退院を許された者
(約 9千人 )

O刑務所から仮釈放を許された者

(約 2万 1千 人)

O裁 判所で刑の執行を猶予され保護観

察に付さ,■た者    (約 1万 5千 人)

(計 約 8万9千人)
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生活環境の調整とは
刑務所や少年院などに収容されている人の釈放

後の生活環境の調整を行い,円 滑な社会復帰を

生活環境の調整の開始

靱

生活環境の調整の実際
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A太は責任を持つて
弓き受けます。

ただ 悪い反達が近
所にいるので Iじ配

です。
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刑務所に収容されている人を,刑期の満了

重に仮に釈放して更生の機会を与えること

により,円 滑な社会復帰ができるようにする
ことを目的とした制度

綽 飯釈放 中脚 秘 励 鶴 り の ?

仮釈放後,残りの刑期は保護観察を受けな
ければならない

更生保護が抱える課題とその対策
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■■～刑務所出所者等の「出番」と「居場所」の確保～
■■|

饉定した者のうち 也Ш星
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犯
て調査したもの。
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再 犯 の 現 状 |(1)

約3穣め再難者が約6機の懇罪をじゃつ鷹

(平成 19年 版犯罪自書 )
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[再舞購壼に向けた輔含対糠ぶこおttる誇発鑢上のための塗淑籍策

1 対象者の特性に

応した指導及び支

援を強化する

2社 会における「居培

所」と「出番」を作る

3再 犯の実態や対

策の効果等を調

査 分析し 更に効

果的な対策を検

討 実施する

4広 く国民に理解さ

れ 支えられた社会

復婦を実現する

無職者と有職者の再犯率

平成 20～ 24年 の 5年間について,無職で保護観察を終了した者と有職

で保護観察を終了した者との再犯率を比較

就労

刑務所再入所者に占める無職者の割合 (平成 24年 )

(矯正統計年報より)
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保護観察終了者に占める無職者の割合

平成 19年から24年 に保護観察が終了した者のうち無職である者の割合

(保護統計年報より)
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者の」厨爾覇繁』脚誦野繁

圏 陶 1鍮

就労における現状と課題 (1)|

就労における現状と課題 (4)
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O法務省と厚生労働省 (刑 務所 保護観察所 ハローワーク)との連携を強化

○職業安定所職員による講話等
○ハロワクカイトフックの配布等

トライアル雇用奨励金

(4万円X3ヶ 月を事業主に支綸)

セミナー 事業所見学会
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犯罪や非行をした人の前歴に
こだわらずに積極的に雇用し,

その立ち直りに協力する民間の

事業者

全国の協力雇用主の数

疇2,603社
(平成26年 4月 1日 現在 )

1協力雇用主数と被雇用者数の推移
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刑務所出所者等を試行的に雇用した場合,纂長3か H蘭 ,月幕直ニユ をお

身元保証人を確保できない刑務所出所者等を雇用した日から島議ユ年間 ,

雇用主が刑務所出所者等により被った損害のうち,一定の条件を満たすものにつ

いて,             で見舞金をお支払いします。

更生保護施設等に入所している刑務所出所者等を雇用した場合 ,

職場定着のための指導等に対して,謝金 をお支払いします。
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就労確保のための仕組の構1築(,,
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まずは 最寄0保 護観察所にご相談ください:
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就労確保のだめの什組の嵯塞 (2)-2



1就
労支援メニューを活用して雇用さ

れた事例
C男 は高校卒業後,地元で工員としての就労経験があつた

が,そ の職場で同僚からいじめを受けたため,就労生活に

対して不安を抱いていることが分かつた。そこで,公共職業

安定所担当者の勧めにより,就労支援メニューの中の「職
場体験講習」を活用し,協力雇用主である地元の福祉施設
で講習を受けることとなった。それから2か月が経過したが ,

C男は,自 分が福祉施設の職員として適性があるか不安が

あると述べたため,就労支援メニューの中の「トライアル雇
用」を更に活用することとなり,同福祉施設において試行雇
用されることとなつた。3か月のトライアル雇用の後,C男の

誠実な勤務態度が評価されて,正式採用され常用雇用に
移行した。

法務省矯正局では,平成23年 5月 ,全国の

保護観察所に協力雇用主として登録してい

る企業及び全国の刑事施設と刑務作業契

約を締結している企業のうち2,547社 に対し

て,刑務所出所者等を雇用することに関す

るアンケート調査 (以下「協力雇用主等調

査」という。)を実施
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1協
力雇用主等調査の結果から,協力雇用

主及び刑務作業契約企業は,刑務所出所

者等を雇用するに当たって,その者の内

面 (社会人としての自覚,社会常識)を非
常に重視していることがうかがえる。また,

その者の身元保証や住居の確保について

不安を有しており,その者と面接したり,自

社での就労体験を経た上で,人柄や就労
意欲等を確かめ雇用したいという希望を有
していることがうかがえる。
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1年 にNPO法人として設立

★ 会員数 (平成26年 3月 25日 現在)634(ト ヨタ自動車など)

O刑務所出所者等の雇用拡大の支援や広報の充実を図る

O地域経済関係者が中心となり 平成22年度中に

NPO法 人として設立

O協 力雇用主の開拓′雇用企業に対する給与補助等の奨励金の支給等を実施

○ 刑務所出所者等の雇用の拡大を支援
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民間団体と法務省・保護観察所が連携して支援
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○鵬 所出所専嘉轄拿穐Tれ義渓滉霧尭出野定
の成果

○刑務所出所者等の就労確保は依然として極めて厳しい状況
(保護観察終了時の無職者率は依然高水準で推移 (24 0%))

0企 業ネットワーク.E層管理等L/ウハウを

持つ民間団体に事業を委
=

0「

“

労支撻事業所」に「総労支援員」を配置

012か 所(4L‖ 岩手 官域 福島・編ホ・千

葉・東京・神奈川・

"知
・大臣・兵庫・福岡 )で

実鮨

0東 日本大腱災の薇書が特に甚大であつた0

県(岩手・宮■・福島 lLEい ては,「 更生保護

櫨災地域載労支饉対策強化事業」と位置づ

け,定住支饉を併せて実施
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層したロカ■日生の

田拓

す0年 間計日の策定・

籠建

受け口0●保

鷲静辞‖驚聯ヨIを
轟醐場:1量l雛

て話

☆ 平成25年度の実績 (各 業務とも6か 所 (札幌,栃木,東京,愛 知,大阪及び福岡)の合計 )

・ 就労支援業務 :就職率
'I澪

ヽ(503人 中389人が就■ )

職場定着支援 :定着率T,■●(181人 中143人 が定着 )

雇用基盤整備 :ふ :^■を開拓

|■ 優邊構
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栃木県 東京都 兵庫県 鹿

児島県 秋田市 山形市 千

葉県我孫子市 山形県酒田市

千葉県野田市 東京都小平市

愛知県豊橋市 兵庫県尼崎市

島根県益田市 広島市 鹿児

島市

1所者等|の1現 1状|(1)|‐
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刑務所出所後の帰住予定先が「その他J及 び「更生保護施設等」の者の

合gl人数並びに満期出所者総数に対する割合 (矯正続計年報より)

:等―の写林(?〉‐_

(平成 21年犯罪白書より)

6

■1議

"権

|あた101緯 1構築

“

‐■■
・

○

O企Ⅲ■ツトワークを活かした協力壼用主0自箱を実施|

○支援を.してもヽ スマシチや就労|が継続しなt

適当な■全

"の
ないキ,膝薇溶期

=千
霧際のモ移



住居確保のための仕組の構築(1) 住居確保のため●1仕緯|の構築〈′)

【緊急的住居確保・自立支援対策(H23年度～)】

★ 宿泊場所を保有するNPO法 人 社会福祉法人等に対して,保護観察所が宿泊

及び食事の提供とともに毎日の生活支援を委託

空き部屋を活用などして 期腕中「住居」と
'生

活支援」を一体的に提供

受託事業者が毎日「自立準備支援」を実施し 自立のための生活支援を行う。
・ 被保護者の状況に応して 「食事」の提供も可能

簸IFI鑢響μ

～犯罪予防活動～

ギ鰺 托 織 麒 承

繊 理蠍鷹薫鍮檬醸,野

また.地域の見守りや連携により

犯罪や非行を未然に防ぐために

犯罪予防活動を推進しています

地域の方の協力の
「社会を明るくする運動」として各地で

様々な取組がなされています。
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